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１－１ 

 

１．事業の概要 

１．１ 事業の目的と意義 

 本事業は、全国新幹線鉄道整備法に基づき、新幹線鉄道による全国的な鉄道網の整備を

図り、もって国民経済の発展及び国民生活領域の拡大並びに地域の振興に資することを目

的とするものである。 

 

１．２ 再評価の必要性 

 国土交通省においては、公共事業の効率性及び実施過程の透明性の向上を図るため、再

評価実施要領が定められ、平成 10 年度より導入されており、北陸新幹線（金沢・敦賀間）

は、事業評価の対象となっている。 

北陸新幹線（金沢・敦賀間）については、平成 29 年度（2017）に事業採択後 5 年が経

過したため再評価を行い、その後、平成 30 年度（2018）に建設費の増加が生じたため再

評価を行った。今回は、令和 2 年度（2020）に建設費の増加および工期の変更が生じる見

通しとなり、事業の前提条件が変化するため、再評価を実施する必要がある。 

 

【再評価実施要領による事業評価実施事業】 

① 事業採択後一定期間（5 年間）が経過した時点で未着工の事業 

② 事業採択後長期間（5 年間）が経過した時点で継続中の事業 

③ 再評価実施後一定期間（5 年間）が経過している事業 

④ 社会経済情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の必要が生じた事業 

↓ 

④に該当 

図 1-1  事業評価対象事業 
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表 1-1 事業の概要 

規格 標準軌新線（フル規格） 

線路延長 約１２５．２ｋｍ 

停車場の位置 金沢駅、小松駅、加賀温泉駅 

芦原温泉駅、福井駅、南越（仮称）駅、敦賀駅 

建設基準 最高設計速度：260km/h  最小曲線半径：基本 4,000m 

最急勾配 26‰ 軌道中心間隔 4.3m 

電車線の電気方式：交流 25,000V 

工事延長 工事延長１１４．６ｋｍ  路  盤： ２．３ｋｍ（ ２％） 

             トンネル：３７．７ｋｍ（３３％） 

             橋りょう：１６．４ｋｍ（１４％） 

             高 架 橋：５８．２ｋｍ（５１％） 

 

 

 

図 1-3 北陸新幹線（金沢・敦賀間）概要図 
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１．４ 事業の経緯 

 北陸新幹線においては、高崎・長野間は平成 9（2007）年 10 月に、長野・金沢間は平

成 27（2015）年 3 月にそれぞれ開業した。金沢・敦賀間は平成 23（2011）年 12 月の政

府・与党確認事項において、「着工 5 条件」等を確認したうえで認可・着工を行うとされ、

想定完成・開業時期は「長野・金沢間の開業から概ね 10 年強」とされた。その後、交通

政策審議会の整備新幹線小委員会等を経て、平成 24 年 6月に工事実施計画が認可された。

また、平成 29（2017）年 10 月には工事実施計画（その２）認可の中で、工事の完了予定

時期を令和 7（2025）年度末から 3 年前倒しし、令和 4（2022）年度末とした。平成 31

（2019）年 3 月には工事費の変更を含む工事実施計画の変更認可を受けた。 

  

表 1-2 事業の経緯 

年月 内容 

昭和47年 6月 

昭和48年11月 

平成 8年 3月 

平成 9年 3月 

平成 9年10月 

平成10年10月 

平成12年 6月 

平成14年 1月 

平成16年12月 

 

平成17年 4月 

平成21年 2月 

平成21年10月 

平成23年12月 

 

平成24年 6月 

平成24年 8月 

平成27年 1月 

 

 

平成27年 3月 

平成29年10月 

平成31年 3月 

令和元年 5月 

令和元年11月 

令和2年10月 

・基本計画決定 

・整備計画決定及び建設指示 

・駅およびルート概要を公表 

・金沢駅緊急整備事業しゅん功 

・北陸新幹線（高崎・長野間）開業 

・北陸新幹線（南越・敦賀間）環境影響評価方法書の公告、縦覧 

・北陸新幹線（南越・敦賀間）環境影響評価準備書の公告、縦覧 

・北陸新幹線（南越・敦賀間）環境影響評価書の公告・縦覧 

・整備新幹線の取扱いが、政府・与党整備新幹線検討委員会において決定される。 

 ※長野・金沢間は平成17年度初に着工し、平成26年度末の完成を目指す。 

・北陸新幹線（富山・金沢間及び福井駅部）工事実施計画（その１）の認可、工事着手 

・福井駅部工事完成 

・北陸新幹線（長野・金沢間）工事実施計画（その２）の認可 

・整備新幹線の取扱いについて（政府・与党確認事項）の決定 

 ※「着工５条件」等を確認した上で、認可・着工を行う。 

・北陸新幹線（金沢・敦賀間）工事実施計画（その１）の認可 

・北陸新幹線（金沢・敦賀間）起工式 

・整備新幹線の取扱いについて、政府・与党整備新幹線検討委員会において、 

 政府・与党申し合わせが取りまとめられる。 

 ※完成・開業時期を３年前倒しし、平成34年度末の完成・開業を目指す。 

・北陸新幹線（長野・金沢間）開業 

・北陸新幹線（金沢・敦賀間）工事実施計画（その２）の認可 

・北陸新幹線（金沢・敦賀間）工事実施計画の変更認可 

・北陸新幹線（敦賀・新大阪間）環境影響評価配慮書の公告、縦覧 

・北陸新幹線（敦賀・新大阪間）環境影響評価方法書の公告、縦覧 

・北陸新幹線の行程・事業費管理に関する検証委員会 中間報告書 公表 
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２．事業をとりまく社会経済情勢等の変化 

２．１ 人口の推移 

（１）現在までの人口の推移 

 現在までの人口の推移では、平成 2年度（1990）以降北陸 3県（富山・石川・福井）で

は微増あるいは横ばい傾向が続き、平成 14 年度（2002）頃から減少傾向となっており、

富山県では平成 14年度（2002）、石川県では平成 24年度（2012）、福井県では平成 18年

度（2006）にそれぞれ平成 2 年度（1990）以下の水準となっており、人口減少となって

いる。 

一方で、近畿圏では平成 16 年度（2004）頃まで増加しその後減少傾向へ転じ、全国を

見ても平成 22 年度（2010）頃には減少傾向へと転じているが、首都圏ではいまだに増加

傾向が続いている。 

表 2-1 現在までの人口の推移 

 

※データは 2年毎に記載 

 

図 2-1 現在までの人口の推移（指標） 

資料：総務省「国勢調査」、「人口推計」（各年 10月 1日時点）を基に作成 

※指標は平成 2年度を 100とした場合の比率 

※首都圏は東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県の合計値、 

近畿圏は滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県の合計値 

（単位 千人）
年度 H2 H4 H6 H8 H10 H12 H14 H16 H18 H20 H22 H24 H26 H28 H30

富山県 人口 1,120 1,120 1,121 1,125 1,124 1,121 1,118 1,115 1,110 1,103 1,093 1,082 1,070 1,061 1,050
指標 100 100 100 100 100 100 100 100 99 98 98 97 96 95 94

石川県 人口 1,165 1,171 1,176 1,181 1,181 1,181 1,180 1,178 1,173 1,172 1,170 1,163 1,156 1,151 1,143
指標 100 101 101 101 101 101 101 101 101 101 100 100 99 99 98

福井県 人口 824 823 825 828 828 829 828 824 820 814 806 799 790 782 774
指標 100 100 100 101 101 101 101 100 100 99 98 97 96 95 94

首都圏 人口 31,796 32,249 32,473 32,708 33,066 33,418 33,905 34,328 34,713 35,227 35,618 35,704 35,922 36,294 36,584
指標 100 101 102 103 104 105 107 108 109 111 112 112 113 114 115

近畿圏 人口 20,413 20,543 20,623 20,676 20,792 20,856 20,906 20,915 20,902 20,905 20,903 20,845 20,750 20,681 20,574
指標 100 101 101 101 102 102 102 102 102 102 102 102 102 101 101

全国 人口 123,611 124,567 125,265 125,859 126,472 126,926 127,486 127,787 127,901 128,084 128,057 127,515 127,083 126,933 126,443
指標 100 101 101 102 102 103 103 103 103 104 104 103 103 103 102



２－２ 

 

（２）将来人口の推移 

 将来人口の推移について、金沢・敦賀間の事業採択（平成 24 年（2012）6 月）前の将

来推計人口（平成 19年（2007）推計）および事業採択以降の推計人口（平成 25年（2013）、

平成 30年（2018）推計）についてみる。都道府県別の「将来推計人口」（国立社会保障・

人口問題研究所）によれば、北陸 3県（富山県、石川県、福井県）とも、今後人口は減少

するものと推計されている。 

推計年次による違いを見ると傾向に大きな差は見られないが、最新の平成 30年（2018）

推計では、それまでの推計結果に比べていずれの県も減少傾向が緩やかになっている。 

 

表 2-2 将来推計人口の推移（富山県） 

 

 

図 2-2 将来推計人口の推移（富山県）（指標） 

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の都道府県別の将来推計人口」（H19.5） 

「日本の地域別将来推計人口」（H25.3、H30.3）を基に作成 

※指標はH19推計のH17値を 100とした場合の比率 
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表 2-3 将来推計人口の推移（石川県） 

 

 

図 2-3 将来推計人口の推移（石川県）（指標） 

 

 表 2-4 将来推計人口の推移（福井県） 

 

 

図 2-4 将来推計人口の推移（福井県）（指標） 

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の都道府県別の将来推計人口」（H19.5） 

「日本の地域別将来推計人口」（H25.3、H30.3）を基に作成 

※指標はH19推計のH17値を 100とした場合の比率 
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首都圏では平成 27年（2015）あるいは令和 2年（2020）まで増加傾向が続き、その後

徐々に減少傾向となる推計となっている。近畿圏は平成 17 年（2005）以降減少し続けて

おり、首都圏と比べても減少幅が大きく、首都圏への人口集中がうかがえる。 

 推計年次の違いを見ると、各推計年次において首都圏、近畿圏とも新しい年の推計値が

以前の推計値を上回っている。 

 

表 2-5 将来推計人口の推移（首都圏） 

 

 

図 2-5 将来推計人口の推移（首都圏）（指標） 

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の都道府県別の将来推計人口」（H19.5） 

「日本の地域別将来推計人口」（H25.3、H30.3）を基に作成 

※指標はH19推計のH17値を 100とした場合の比率 

※首都圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 
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表 2-6 将来推計人口の推移（近畿圏） 

 

 

図 2-6 将来推計人口の推移（近畿圏）（指標） 

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の都道府県別の将来推計人口」（H19.5） 

「日本の地域別将来推計人口」（H25.3、H30.3）を基に作成 

※指標はH19推計のH17値を 100とした場合の比率 

※近畿圏：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 
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【参考】日本の将来推計人口 

 日本の将来推計人口は、平成 17 年（2005）あるいは平成 22 年（2010）をピークとし

て、その後、減少傾向となっている。どの年次の推計値も概ね同じような傾向となってい

るが、最新の推計値はそれまでの推計値と比べて、減少傾向が緩やかとなっている。 

 

表 2-7 日本の将来推計人口の推移 

 

  

 

図 2-7 日本の将来推計人口の推移（指標） 

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（出生中位（死亡中位）推計） 

（H18.12、H24.1、H29.4）を基に作成 

※指標はH18推計のH17値を 100とした場合の比率 
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２．２ 総生産の推移 

（１）県内総生産の推移 

事業採択前後の経済活動を見る観点から、北陸 3県、近畿圏及び首都圏の県内総生産の

推移をみる。 

リーマンショックの影響で、いずれの指標も平成 20年度・21年度（2008・2009）に大

きく落ち込んでいる。平成 22 年度（2010）以降は、福井県は減少傾向、その他は横ばい

～若干の増加傾向にある。福井県の減少傾向は、東日本大震災を受けての原子力発電所停

止の影響が大きいと考えられる。 

 一人当たりの県内総生産の推移についても、県内総生産の推移と概ね同様の傾向を示し

ている。 

表 2-8 県内総生産（実質）の推移 

 

 

図 2-8 県内総生産（実質）の推移（指標） 

資料：内閣府「県民経済計算（平成 18年度（2006）－平成 28年度（2016））」を基に作成 

※指標は平成 18年度（2006）の県内総生産額を 100として算出したもの 

※首都圏は埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県の合計値 

※近畿圏は滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県の合計値 
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表 2-9 一人当たりの県内総生産（実質）の推移 

 

 

図 2-9 一人当たりの県内総生産（実質）の推移（指標） 

資料：図 2-8「県内総生産（実質）の推移」を総務省「人口推計」（各年 10月 1日時点）で除したもの 

※:指標は平成 18年度（2006）の県内総生産額を 100として算出したもの 

※首都圏は埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県の合計値 

※近畿圏は滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県の合計値 
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（２）国内総生産の推移 

平成 17年度（2005）以降の国内総生産（GDP）の推移をみる。平成 17 年度（2005）

の GDPを 1とした場合、平成 26年度（2014）では実質 GDPで 1.03、名目 GDPで 0.97

となっている。推移をみると、平成 19年度（2007）までは実質 GDP、名目 GDPともに

増加していたものの、平成 20 年（2008）9 月のリーマンショックの影響を受けて大きく

減少し、その後は横ばいから増加傾向となっている。 

  

 

図 2-10 名目 GDPと実質 GDPの推移（指標） 

資料：内閣府「平成 30年度（2018）国民経済計算（平成 23年（2011）基準）」を基に作成 

※名目GDPとは、その年の経済活動水準を市場価値で評価したものを指す（物価変動を含む） 

※実質GDPとは、名目 GDPから物価変動の影響を除いたものを指す 

※指標は平成 17年のGDPの値を 100として算出したもの 
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GDP デフレーターの推移をみると、平成 18 年度（2006）以降常に 1.00 を下回ってお

りデフレ状態が続いていたことが分かるが、最新の値では、デフレ脱却の傾向が見られる。 

 

 

図 2-11 GDPデフレーターの推移（指標） 

資料：図 2-10「名目GDPと実質GDPの推移」で用いた値を加工 

※GDPデフレーターとは、名目GDPを実質GDPで除したもの 
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２．３ 県民所得の推移 

事業採択前後の沿線各県の経済活動を見る観点から、北陸 3県、首都圏及び近畿圏の県

民所得の推移をみる。 

どの地域でも平成 20年～21年（2008～2009）ごろに県民所得が減少しているが、これ

はリーマンショックの影響であるものと想定され、以降増加傾向に転じている。 

 
図 2-12 県民所得の推移（富山県） 

 

図 2-13 県民所得の推移（石川県） 

資料：各県「県民経済計算（平成 18年度（2006）-平成 28年度（2016）） 

（平成 18年（2006）度内閣府基準）」を基に作成 

※財産所得とは、利子および配当、土地及び無形資産（著作権・特許権等）の使用料 

※雇用者所得とは、生産活動から発生した付加価値のうち労働を提供した雇用者への配分額 

※企業所得とは、営業余剰に受け取った財産所得を加算し、支払った財産所得を控除したもの 
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図 2-14 県民所得の推移（福井県） 

 

図 2-15 都民・県民所得の推移（首都圏） 

資料：各都県「都民・県民経済計算（平成 18年度（2006）-平成 28年度（2016）） 

（平成 18年度（2006）内閣府基準）」を基に作成 

※財産所得とは、利子および配当、土地及び無形資産（著作権・特許権等）の使用料 

※雇用者所得とは、生産活動から発生した付加価値のうち労働を提供した雇用者への配分額 

※企業所得とは、営業余剰に受け取った財産所得を加算し、支払った財産所得を控除したもの 

※首都圏は埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県の合計値 
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図 2-16 府民・県民所得の推移（近畿圏） 

資料：各府県「府民・県民経済計算（平成 18年度（2006）-平成 28年度（2016）） 

（平成 18年度（2006）内閣府基準）」を基に作成 

※財産所得とは、利子および配当、土地及び無形資産（著作権・特許権等）の使用料 

※雇用者所得とは、生産活動から発生した付加価値のうち労働を提供した雇用者への配分額 

※企業所得とは、営業余剰に受け取った財産所得を加算し、支払った財産所得を控除したもの 

※近畿圏は滋賀県、京都県、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県の合計値 
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２．５ 経済成長率の推移 

 平成初期のバブル崩壊により、銀行・証券会社などの大手金融機関の破たんが金融不安

を引き起こすなど、平成 14年（2002）1月まで続いた複合不況は、当時「失われた 10年」

と呼ばれた。小泉政権移行後、小泉構造改革やゼロ金利政策に代表される金融緩和を実施

したことによって、平成 14年（2002）2月から平成 20年（2008）2月までは景気の拡大

が続く「いざなみ景気」であったものの、労働者の賃金は伸びず「豊かさを感じない」景

気であった。 

 平成 19 年（2007）にはサブプライムローン問題を背景にアメリカの住宅バブルが崩壊

し、平成 20 年（2008）9 月のリーマンショックに端を発して、世界的な不況となった。

1990年代、2000年代は「失われた 20年」と呼ばれた。 

 平成 21 年（2009）9 月のギリシャの財政問題に端を発した欧州金融危機の影響など、

現在まで実質経済成長率は 1～2%の低い水準での推移が続いている。 

 平成 23 年（2011）3 月には、東日本大震災が発生し、太平洋岸沿岸部は津波の影響で

多大な被害を受けた。この震災では、計画停電による生産活動の低下や、消費者マインド

の委縮等、被災地のみならず一国全体の経済活動を押し下げるほどの広範囲な影響をもた

らした。 

平成 26年（2014）4月には消費税が 5%から 8%に引き上げられ、平成 9年（1997）の

消費税 5%への増税時と同様に、実質経済成長率は減少した。 

 平成 28 年（2016）4 月には熊本地震が発生した。結果、平成 27 年（2015）に比べ実

質経済成長率が鈍化している。 

 

図 2-18 経済成長率の推移 

資料：昭和 61～平成 6年度（1994）は、内閣府「平成 21年度（2009）国民経済計算確報」 

平成 7～平成 26年度（2014）は、内閣府「平成 26年度（2014）国民経済計算確報」 

平成 27年度（2015）以降は、内閣府「平成 30年度（2018）国民経済計算」 

を基に作成  
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２．６ 高速交通施設の整備状況等の変化 

整備区間の需要等に影響を与える可能性のある高速交通施設の整備状況等の変化につ

いて整理する。 

 

（１）空港施設の整備状況 

 近年における北陸新幹線沿線 3空港（富山、小松、能登）の滑走路の延長や増設に変化

はみられないものの、着陸回数には変化が生じている。 

 富山空港、能登空港の着陸回数は、減少もしくは横ばい傾向である。また、小松空港は

平成 26 年（2014）までは増加傾向がみられたが、北陸新幹線（長野・金沢間）が開業し

て以降は、やや減少傾向がみられる。 

 一方、首都圏の空港に着目すると、羽田空港は、沖合展開事業により A、B、C 滑走路

を整備し、再拡張事業により D滑走路が新設された。D滑走路供用後（平成 22年（2010）

10月）は、発着枠が増加し、着陸回数は増加傾向にある。成田空港は、地元との合意によ

り平成 21 年（2009）以降年間発着枠を拡大させている。発着枠の拡大と合わせて LCC

の就航割合は増加しており、平成 27年（2015）4月には LCC専用ターミナルとして第 3

ターミナルが開業した。 

 

表 2-11 空港の整備状況等の変化 

 

資料：航空振興財団「数字でみる航空（各年）」、国土交通省「暦年・年度別空港管理状況調書」を基に作成 

  

H17年 H18年 H19年 H20年 H21年 H22年 H23年 H24年 H25年 H26年 H27年 H28年 H29年 H30年

国際 683 812 849 842 594 567 510 568 445 555 526 546 550 564

国内 5,100 4,874 4,421 4,243 4,144 4,246 4,121 4,020 3,856 3,913 4,131 3,512 3,322 3,234

計 5,783 5,686 5,270 5,085 4,738 4,813 4,631 4,588 4,301 4,468 4,657 4,058 3,872 3,798

国際 582 593 558 576 613 669 730 840 889 890 865 964 983 1,015

国内 6,997 7,053 6,945 6,610 6,940 7,350 6,916 7,005 8,001 8,025 8,051 7,372 7,263 7,236

計 7,579 7,646 7,503 7,186 7,553 8,019 7,646 7,845 8,890 8,915 8,916 8,336 8,246 8,251

国際 62 34 57 46 15 15 5 5 17 14 15 20 14 11

国内 1,752 1,755 1,911 1,888 1,839 1,818 1,673 1,684 1,520 1,659 1,651 1,538 1,505 1,546

計 1,814 1,789 1,968 1,934 1,854 1,833 1,678 1,689 1,537 1,673 1,666 1,558 1,519 1,557

国際 2,707 3,457 3,900 5,648 6,009 9,124 18,416 20,044 20,843 27,670 32,711 39,377 42,065 43,339

国内 151,833 158,568 162,009 164,158 161,849 162,278 171,419 175,534 180,778 185,132 186,560 184,852 184,498 183,408

計 154,540 162,025 165,909 169,806 167,858 171,402 189,835 195,578 201,621 212,802 219,271 224,229 226,563 226,747

国際 87,775 88,015 90,174 89,910 86,419 86,258 81,244 86,677 87,991 89,299 90,707 96,275 98,801 101,494

国内 6,971 7,054 7,363 7,311 7,781 10,065 11,135 18,582 23,703 26,222 26,043 26,101 27,669 26,606

計 94,746 95,069 97,537 97,221 94,200 96,323 92,379 105,259 111,694 115,521 116,750 122,376 126,470 128,100

羽田空港

滑走路

着
陸
回
数

成田空港

滑走路

着
陸
回
数

A:3,000m x 60m
B:2,500m x 60m

Ｈ26.11滑走路延伸  C:3,360m x 60m
Ｈ22.10滑走路供用  D: 2,500m x 60m

A:4,000m x 60m
B:2,500m x 60m

小松空港

滑走路

着
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数

能登空港

滑走路

着
陸
回
数

2,700×45m
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2,000×45m
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図 2-19 高規格幹線道路網図（上段：北陸地方整備局、下段：近畿地方整備局） 

資料：国土交通省北陸地方整備局および近畿地方整備局の資料を基に作成 
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（３）新幹線鉄道網の整備状況 

 鉄道については、平成 27年（2015）3月に北陸新幹線（長野・金沢間）、平成 28年（2016）

3 月に北海道新幹線（新青森・新函館北斗間）が開業した。これにより、北海道から九州

最南端鹿児島県まで約 2,300kmが新幹線ネットワークで結ばれることになった。 

 

図 2-20 新幹線鉄道網の整備状況 

 都市間移動の所要時間については東京と金沢・富山で 1時間以上、長野と金沢・富山で

2 時間以上と大幅な時間短縮が実現した。さらに、時間短縮のみならず、都市間が各々乗

り継ぎなしで結ばれたことも大きな効果と言える。 

 

図 2-21 北陸新幹線開業に伴う所要時間の短縮 

資料：開業前は平成 26年（2014）3月末、現在は令和 2年（2020）3月末の時刻表を基に作成 
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 また、観光入り込み客数についても、新幹線開業後は金沢地域で 19％増加している。所

要時間の短縮と乗り継ぎがなくなったことで北陸地方がより身近になり、整備新幹線の開

業により人的交流・経済活動が活性化されていることがうかがえる。 

 

図 2-22 金沢地域への観光入込客数 

資料：金沢市作成資料を基に作成 

※H28は宿泊、日帰り別の調査未公表 
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（４）敦賀・大阪間の整備 

 北陸新幹線敦賀・大阪間の整備については、その前提となるルートについて、昭和 48

年（1973）の整備計画決定以降も様々な議論があり、決まっていない状態が続いていた。 

 平成 27年（2015）1月 14日の政府・与党申合わせにおける「今後の整備新幹線の取扱

いについて」において、「未着工区間の取扱い」については、与党整備新幹線建設推進プ

ロジェクトチーム（以下、「与党 PT」という。）の下に北陸新幹線敦賀・大阪間整備検討

委員会が設置され、敦賀・大阪間のルートの速やかな決定のための議論が行われることと

なった。 

 関係地方自治体、JR 等からのヒアリングや、国土交通省による、所要時分、概算事業

費、需要見込み等の調査報告により、平成 28 年（2016）12 月 20 日に与党 PT において

敦賀から小浜市（東小浜）附近を通り、京都駅までのルートが決定された。 

 引き続き、平成 29（2017）年 3月 15日に与党 PTにおいて京都・新大阪間については、

京田辺市（松井山手）附近を通り、新大阪駅までのルートと決定された。 

 敦賀・大阪間のルート決定に伴い、建設主体である鉄道・運輸機構に対して「平成 29

年度（2017）当初より、駅・ルート公表に向けた詳細調査を開始し、駅・ルートの公表後

は環境影響評価の手続を進める」ように求められ、令和元年（2019）5月に「計画段階環

境配慮書」、同 11月には「環境影響評価方法書」が提出された。 

 

図 2-23 北陸新幹線敦賀・大阪間対象事業実施区域 
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資料：JR時刻表を基に作成 

※同じ番号の※印は同一路線 

※平成 25年（2013）8月より「新高速乗合バス」制度の開始 

 

鉄道のサービスの変化と比較するために、高速バスにおいても東京・福井間、大阪・金

沢間のサービスの変化を見る。 

認可時と比べて、運行本数は増加している。運賃は、増税等により、値上げしている路

線がほとんどである。 

八王子～金沢      1 往復／日 

横浜～金沢          1 往復／日 

新潟～金沢       2 往復／日 

金沢～富山       16 往復／日※２ 

名古屋～金沢      10 往復／日 

京都～金沢       5 往復／日 

大阪・京都・名古屋・金沢 

～高崎・佐野      1 往復／日 

大阪・京都～金沢・富山 5 往復／日※３ 

大阪～金沢       2 往復／日 

～富山・金沢 1 往復／日 

TDL・上野・東京 

～富山・金沢 2 往復／日 

新宿・池袋～金沢    3 往復／日 

八王子・渋谷～金沢・加賀温泉 

1 往復／日 

新潟～金沢       2 往復／日 

富山・金沢・福井 

   ～岡山・広島  1 往復／日 

富山・金沢・福井 

   ～徳島・高知  1 往復／日 

金沢～富山       21 往復／日 

金沢～高岡      6 往復／日 

名古屋～富山・金沢    1 往復／日 

名古屋～金沢      11 往復／日 

大阪・京都 

～福井・金沢・富山 9 往復／日 

大阪～金沢       2 往復／日 

福井 ★H17.10（認可時の前提条件） 

東京～福井       2 往復／日 

名古屋～福井      8 往復／日 

★R2.3 

TDL・東京・新宿～福井  3 往復／日 

富山・金沢・福井 

   ～岡山・広島  1 往復／日 

富山・金沢・福井 

   ～徳島・高知  1 往復／日 

名古屋～福井      8 往復／日 

大阪・京都 

～福井・金沢・富山 1 往復／日 

大阪・京都～福井    3 往復／日 





２－３０ 

 

 

図 2-28 高速バスネットワーク（東京、大阪・石川、福井） 

資料：JR時刻表（令和 2年（2020）3月）を基に作成 

※所要時間は、それぞれの区間の最短所要時間 

※運賃は通常期の最安値 

 

  



２－３１ 

 

（４）鉄道・航空及び高速バスの運行本数の推移 

① 東京・福井 

鉄道（東海道回り）、高速バスについては運行本数が横ばいにあるが、鉄道（北陸回り）

については、北陸新幹線長野・金沢間の開業により、運行本数は大幅に増えている一方で、

航空（羽田便）は減便傾向にある。 

 

 

図 2-29 東京-福井間の鉄道・高速バス及び航空の運行本数の推移 

資料：JR時刻表（各年 3月）を基に作成 

※鉄道は、時刻表「新幹線のりつぎ」による 
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② 大阪・金沢 

鉄道・高速バスともに、近年運行本数がやや増加傾向にある。 

 

図 2-30 大阪-金沢間の鉄道及び高速バスの運行本数の推移 

資料：JR時刻表（各年 3月）を基に作成 

③ 富山・福井 

鉄道本数増加の理由は、北陸新幹線長野・金沢間の開業による。 

 

図 2-31 富山-福井間の鉄道の運行本数の推移 

資料：JR時刻表（各年 3月）を基に作成 



２－３３ 

 

２．８ 輸送量の推移 

（１）北陸 3県、首都圏、近畿圏間の流動量及び分担率の推移 

① 首都圏・福井県間 

１）流動量の推移 

首都圏・福井県間の流動量の推移をみると、鉄道は平成 19 年度（2007）がピークで、

平成 21年度（2009）にかけて落ち込み、以降緩やかに増加傾向にある。平成 30年度（2018）

の流動量は約 87万人/年である。 

 バスの流動量は平成 17 年（2005）以降横ばいで推移している。平成 30 年度（2018）

の流動量は約 7万人/年である。 

 鉄道が平成 21 年度（2009）頃に減少傾向にある理由として、リーマンショックの影響

が一因として推察される。 

 バスは平成 24 年（2012）に関越道の事故があり他路線では減少しているが、福井への

路線では大きな影響は見られない。 

 

 

図 2-32 首都圏・福井県間の流動量の推移 

資料：国土交通省「旅客地域流動調査」を基に作成 

※鉄道は「JR定期外」、高速バスは「乗合バス」 

※首都圏は埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 

 

  



２－３４ 

 

２）交通機関分担率の推移 

交通機関別分担率では、大部分を鉄道が占めており、平成 30年度（2018）では 92％が

鉄道である。 

 鉄道の方が時間・運行本数に優位性があるためこのような割合になったと言える。時間

の観点で言えば、鉄道は東京駅から福井駅まで東海道新幹線経由で 3時間半程度であるの

に対し、バスでは 8時間程度である。運行本数の観点で見ても、鉄道は 15往復、バスは 3

往復となっている。 

 

 

図 2-33 首都圏・福井県間の交通機関分担率 

資料：国土交通省「旅客地域流動調査」を基に作成 

※鉄道は「JR定期外」、高速バスは「乗合バス」 

※首都圏は埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 
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② 近畿圏・石川県間 

１）流動量の推移 

近畿圏・石川県間の流動量の推移をみると、鉄道は平成 18 年度（2006）まで増加傾向

にあったものが平成 19 年度（2007）以降減少に転じ、平成 22 年度（2010）をボトムと

して、その後は増加傾向にある。平成 29年度（2017）の流動量は約 279万人/年である。 

 バスの流動量は、平成 24年度（2012）を除き横ばいで推移している。平成 30年度（2018）

の流動量は約 15万人/年である。 

 鉄道が平成 19 年度（2007）頃から減少傾向にあった理由として、リーマンショックの

影響が一因として推察される。 

 バスが平成 24 年度（2012）に減少している理由として、同年に発生した関越道の高速

バス事故が影響していることが一因として考えられる。 

 

 

図 2-34 近畿圏・石川県間の流動量の推移 

資料：国土交通省「旅客地域流動調査」を基に作成 

※鉄道は「JR定期、JR定期外の計」、バスは「乗合バス」 

※近畿圏は滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

 

  



２－３６ 

 

２）交通機関分担率の推移 

 交通機関別分担率では、大部分を鉄道が占めており、平成 30年度（2018）では 95％が

鉄道である。 

 鉄道の方が時間・運行本数に優位性があるためこのような割合になったものと言える。

時間の観点で言えば、鉄道は大阪駅から金沢駅まで 2時間半程度であるのに対し、バスで

は 4時間半程度となっている。運行本数の観点で言えば、鉄道は 25往復、バスは 11往復

となっている。 

 

 

図 2-35 近畿圏・石川県間の交通機関分担率 

資料：国土交通省「旅客地域流動調査」を基に作成 

※鉄道は「JR定期、JR定期外の計」、バスは「乗合バス」 

※近畿圏は滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

 

  



２－３７ 

 

③ 富山県・福井県間 

１）流動量の推移 

富山県・福井県間の流動量の推移をみると、平成 21 年度（2009）に落ち込み、以降横

ばい傾向、平成 27年度（2015）に再び落ち込んでいる。 

 鉄道が平成 21 年度（2009）頃から減少傾向にあるのは、リーマンショックの影響が一

因として推察される。平成 27 年度（2015）の減少は、北陸新幹線（長野・金沢間）が開

業したことで、一部区間が第 3セクターによる運行となり、総流動調査では全ての流動を

把握できていないためと考えられる。 

 

 

図 2-36 富山県・福井県間の流動量の推移 

資料：国土交通省「旅客地域流動調査」を基に作成 

※鉄道は「JR定期、JR定期外」 

 

  



２－３８ 

 

２）交通機関分担率の推移 

富山県・福井県間の交通機関は、鉄道のみとなっている。 

 

 

図 2-37 富山県・福井県間の交通機関分担率 

資料：国土交通省「旅客地域流動調査」を基に作成 

※鉄道は「JR定期、JR定期外」 

 

  



２－３９ 

 

（２）鉄道の流動量の推移 

どの区間においても、程度の差はあれ平成 21 年度（2009）かけて落ち込んでいる。平

成 22 年度（2010）以降増加傾向に転じており、特に近畿圏⇔石川県の流動量増加は顕著

である。 

 鉄道が平成 21 年度（2009）に減少した理由として、リーマンショックの影響が一因と

して推察される。 

 

 

図 2-38 首都圏・福井、近畿圏・金沢、富山・福井間の鉄道利用者の推移 

資料：国土交通省「旅客地域流動調査」を基に作成 

※首都圏・福井間は「JR定期外」、近畿圏・金沢及び富山・福井間は「JR定期、JR定期外」 

※首都圏は埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 

※近畿圏は滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

 

  



２－４０ 

 

２．９ 観光需要の動向 

観光は様々な分野に関連する裾野の広い産業であり、観光立国推進法（平成 19年（2007）

1 月施行）では、地域経済の活性化、雇用機会の増大など国民経済のあらゆる領域にわた

りその発展に寄与するものとされており、地域の発展のため観光を活性化することは重要

とされている。国内旅行消費額は平成 18 年（2006）をピークとしてその後減少傾向にあ

り、平成 23 年（2011）以降は下げ止まりの傾向にある。近年の高齢者増加による旅行機

会の増加や訪日外国人の増加により横ばい傾向、ないしは増加に転じている可能性がある。

最新の平成 30 年（2018）の値は、27.4 兆円（世界観光機関が定める基準に則った数値）

となっている。 

 日本経済への貢献についてみると、「旅行・観光産業の経済効果に関する調査研究（2018

年版）」によれば、平成 30 年（2018）の観光消費は 27.4 兆円で、この観光消費がもたら

す生産波及効果は 55.4 兆円である。これにより 441 万人の雇用創出効果があるとされて

いる。これは日本国内総生産（GDP）の 5.2％、就業者総数の 6.4％に相当する。 

 

 

図 2-39 国内旅行消費額の推移 

資料：観光庁「旅行・観光消費動向調査」、「旅行・観光産業の経済効果に関する調査研究（2018年版）」 

を基に作成 

  



２－４１ 

 

（１）各県の観光需要 

富山県の観光入込客数は平成 24 年（2012）まで減少傾向にあり、平成 25 年（2013）

以降は増加に転じ、平成 26年（2014）において平成 22年（2010）の値を上回っている。

平成 24 年（2012）の落ち込みは東日本震災の影響で観光需要が落ち込んだことによるも

のと推測される。平成 26 年（2014）の値と平成 22 年（2010）の値を比べると、訪日外

国人が増加している。 

石川県は、富山県とほぼ同じ傾向を示しているが、富山県とは異なり、観光目的の日本

人の入込客数の戻りが鈍く、平成 26 年（2014）の値は、平成 22 年（2010）の値を上回

っていない。 

 

図 2-40 富山県の観光入込客数 

資料：観光庁「共通基準による観光入込客統計」を基に作成（各年の年間値） 

 

図 2-41 石川県の観光入込客数 

資料：観光庁「共通基準による観光入込客統計」を基に作成（各年の年間値） 



２－４２ 

 

<参考> 

福井県の観光入込客数は、観光庁の統計では平成 28年度（2016）以前は集計中のため、

参考として福井県観光統計の値を併せて掲載する。 

 

図 2-42 福井県の観光入込客数 

資料（左図）：「平成 28年福井県観光客入込客数（推計）」（福井県HP）を基に作成 

資料（右図）：観光庁「共通基準による観光入込客統計」（H28年間値）基に作成 
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（２）圏域間の観光需要 

富山県、石川県、および福井県を観光目的で訪問した旅行者の居住地をみると、福井県

は近畿圏からの旅行者が多く、富山県、石川県は北陸圏や三大都市圏からの旅行者がそれ

ぞれ多い。ただし、平成 26 年度（2014）末に開業した北陸新幹線（長野・金沢間）開業

により、旅行者の傾向は変化していると想定される。 

 年次ごとに差がみられるのは、全国幹線旅客純流動調査は平日 1日を調査の対象として

おり、その調査日の傾向がこの結果となって表れていることが想定される。 

 
図 2-43 旅行先を富山県とする居住地域別の流動 

 
図 2-44 旅行先を石川県とする居住地域別の流動 

資料：国土交通省「全国幹線旅客純流動調査」 

（都道府県間流動表（居住地から旅行先）代表交通機関別 観光目的 平日）を基に作成 

※圏域は国土形成計画法及び施行令で定められた区域 



２－４４ 

 

 

 
図 2-45 旅行先を福井県とする居住地域別の流動 

資料：国土交通省「全国幹線旅客純流動調査」 

（都道府県間流動表（居住地から旅行先）代表交通機関別 観光目的 平日）を基に作成 

※圏域は国土形成計画法及び施行令で定められた区域 
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（３）訪日外国人旅行者数の変化 

訪日外国人旅行者数は昭和 50 年（1975）以降増加傾向が続いており、ビジット・ジャ

パン・キャンペーン（VJC）が開始された平成 15 年（2003）以降増加傾向がより強くな

っている。日本滞在時のビザ発給要件の緩和やビザ免除の対象国を広げたことで、平成 25

年（2013）は訪日観光客数が 1,000万人を突破した。平成 31年（2019）の訪日外国人旅

行者数は約 3,188万人となり、昭和 40年（1965）の約 86倍である。 

 国別でみると、上位 6ヶ国は中国・韓国・台湾・香港・アメリカ・タイの順となってお

り、東アジアからの旅行客が 73％を占める。 

 

図 2-46 訪日外国人旅行者数の推移 

資料：日本政府観光局(JNTO)「訪日外客数（年表）」を基に作成 



２－４６ 

 

 

図 2-47  2018年訪日外国人旅行者数の構成比 

資料：日本政府観光局(JNTO)「訪日外客数（年表）」を加工 

  



２－４７ 

 

２．１０ 事業手続きの変化 

北陸新幹線（金沢・敦賀間）については、昭和 60年（1985）12月に高崎・小松間、平

成 8 年（1996）3 月に小松・南越（仮称）、平成 17 年（2005）12 月に南越・敦賀間をそ

れぞれ認可申請し、金沢・敦賀間は平成 24年（2012）6月に認可された。 

 この間、環境への意識の高まり等により事業実施において手順の変化があった。 

 平成 9年（1997）6月に制定された環境影響評価法は、事業者がその事業に当たりあら

かじめ環境影響評価を行うことが環境の保全上極めて重要であることから、規模が大きく

環境影響の程度が著しいものとなるおそれがある事業について環境影響評価の手続を定

め、関係行政機関や住民等の意見を求めつつ、環境影響評価の結果を当該事業の許認可等

の意思決定に適切に反映させることを目的とする制度である。 

 環境影響評価法に基づく環境アセスメントの対象となる事業には鉄道も含まれ、このう

ち規模が大きく環境に大きな影響を及ぼすおそれがある事業を「第 1種事業」として定め

ている。新幹線鉄道は、第 1種事業として定められており、環境アセスメントの手続を必

ず行うこととなっている。 

 南越（仮称）・敦賀間は平成 14 年（2002）1 月に環境影響評価書を関係知事に送付し、

評価書を確定したことを公告・縦覧した。なお、金沢・南越（仮称）間については、環境

影響評価法施行前に認可申請を行っているため、関係知事への送付は行っていない。 

 その後環境影響評価法は、複雑化・多様化する環境問題や社会情勢の変化に対応するた

めに改正され、平成 23 年（2011）4 月に「環境影響評価法の一部を改正する法律」が公

布された。改正法では、新たに計画段階における環境配慮の手続（配慮書手続）や、環境

保全措置等に係る報告の手続（報告書手続）が創設された。これに伴い、「環境影響評価

法の規定による主務大臣が定めるべき指針等に関する基本的事項」についても、新たに創

設された手続だけでなく、内容全般について点検が行われ、平成 24 年（2012）4 月に改

正された。 

 これらの法改正は、既に事業実施段階となっていた本事業に該当しないが、事業を進め

るにあたっては、環境への配慮や、事業への理解を深めるための地元説明等に努めてきた。 

 

  



２－４８ 

 

２．１１ 新型コロナウイルス感染症の影響 

 令和元年（2019）12月末に世界保健機関（WHO）へ新型コロナウイルス感染症（Covid-19、

以下コロナウイルス）の発生が報告されて以来、令和 3 年（2021）2 月現在に至るまで、

世界的な流行が継続している。日本においても、累計死亡者数が 6,000 人を超えるなど、

全国的な影響が出ている。 

 

図 2-48  コロナウイルスによる死亡者数の推移（日本） 

資料：厚生労働省公表データを基に作成 

 また、経済へも甚大な影響を及ぼしている。内閣府の統計資料によれば、全都道府県に

緊急事態宣言が発令された令和 2 年（2020）4-6 月期における実質 GDP は、前年同期比

△10％（約△13 兆円）となっており、これはリーマンショック直後の平成 21 年（2009）

1-3月期を超える減少率（△9％、約△11兆円）となっている。 

 

（１）鉄道事業への影響 

 コロナウイルスの感染拡大に伴う外出自粛等の影響により、鉄道の利用者数にも大きな

変化が見られた。北陸新幹線の利用者数の推移を図 2-49 に示す。国内でコロナウイルス

の感染が拡がり始めた令和 2年（2020）2月から徐々に減少傾向がみられ、全都道府県で

緊急事態宣言が発令されていた同年 5月は、例年であればゴールデンウィークで利用者が

多いこともあり、前年同月比で 7％の利用者数まで落ち込んだ。その後、増加傾向に転じ

てはいるものの、依然として例年と比べると利用者数が少ない水準で推移している。この

ような状況を踏まえ、JR各社では新幹線の臨時便等を運休とするほか、令和 3年（2021）

3月のダイヤ改正では、利用状況に合わせた減便を行うことも公表している。 
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図 2-49  北陸新幹線の利用者数の推移 

資料：JR西日本資料より作成を基に作成 

※長野・金沢間開業前は、直江津・糸魚川間の在来特急利用者数 

（２）鉄道事業におけるコロナウイルス感染症対策 

 コロナウイルスの感染拡大を受け、JR各社を中心に構成される鉄道連絡会において「鉄

軌道事業者における新型コロナウイルス感染症対策に関するガイドライン」が策定された。

このガイドラインでは利用者がいわゆる「3 密」とならないような具体的な対策が記載さ

れているほか、従業員の感染対策についても記載されている。その他にもアプリやホーム

ページによる鉄道の混雑情報の提供等、各事業者独自の対策も実施されている。 

 

 コロナウイルスの影響は全世界に波及し、各種業界において厳しい状況を強いられてい

るが、旅行や観光に対する国際的な意識調査（2021.1 米英豪伊日新）によれば、「1泊以

上の国内旅行を計画している」、「ワクチンを接種できれば国外旅行に行く」と回答したも

のが 7割を超えており、国内外を問わず「旅行」の需要は旺盛であるとの研究報告がなさ

れている※。また、米国の航空業界においては、コロナウイルスによるビジネス需要の減

少について、楽観的な見通しもあるとされている※。 

 日本においても需要が戻った時に備えて各地で新しい生活様式に対応するための取組

みを実施しており、今後の動向を注視する必要があると考える。 

※「運輸総合研究所・第 141回運輸政策コロキウム」より 
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（２）運賃・料金の変化 

運賃・料金を現行の運賃計算方法及び東北・北陸新幹線の新幹線料金から査定した。東

京～福井間は東海道回りから北陸回りへ変更した場合、大坂～金沢間、富山～福井間は、

新幹線区間の乗車区間が長くなることにより、料金が現行に比べて高くなる。 

具体的には、東京～福井では、東海道回りである 15,130 円から北陸回りである 16,150

円、大阪～金沢では、7,790 円から 9,200 円、富山～福井では、5,570円から 8,530円にな

ると試算されている。 

 

図 3-2 運賃・料金の変化 

資料：JR時刻表（令和 2年（2020）4月）を基に作成 

※鉄道（開業後）は現行の運賃・料金からの想定値 

高速バスは令和 2年（2020）4月時点の最安値 

 

（３）並行在来線 

北陸新幹線（金沢・敦賀間）の開業に合わせて、並行する北陸線（金沢・敦賀間）の 130.7km

が JR西日本から経営分離される。 

石川県においては、平成 29 年（2017）3 月より、石川県と沿線 19 市町、その他団体で

構成される「いしかわ並行在来線金沢以西延伸対策検討会」を設立し、地域住民の「生活

の足」を確保するとともに、すでに開業している IR いしかわ鉄道や北陸新幹線と連携し

た地域公共交通政策の確立に向けて継続的な議論がなされている。 

福井県においても、平成 25 年（2013）3 月より、福井県と沿線 7 市町、その他団体で

構成される「福井県並行在来線対策協議会」を設立し、石川県と同様の取り組みが行われ

ている。 

なお、福井県は、令和元年（2019）8 月に福井県並行在来線準備株式会社を設立し、令

和 3 年度（2021）の本格会社移行時において、公募により正式な称号へ変更することとな

った。 
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（４）滞在可能時間の増加 

東京～福井間の現行の新幹線、特急の始発列車と終発列車を利用した場合と整備後の

新幹線を利用した場合の東京及び福井の滞在可能時間を比較すると、東京滞在時間は約 1

時間 30 分、福井滞在時間は約 1 時間延長されるものと推定される。 

この推定では、現行の始発列車の出発時刻及び終発列車の到着時刻に、現行所要時間

及び開業後の想定所要時間を足し引きし、滞在可能時間を想定している。なお、開業後

のダイヤは営業主体が決定するため、実際の滞在可能時間とは異なる可能性がある。 

 

 

図 3-3 滞在可能時間の増加 

資料：JR時刻表（令和 2 年（2020）4月）等を基に作成 
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（３）まちづくり事業の活性化 

 新幹線が整備される各駅では主に駅周辺の整備を中心として、まちづくり事業が活発化

している。 

 小松駅のまちづくり事業 

小松市の都市計画基本構想にあたる「小松市都市デザイン」の具体的イメージを示した

「NEXT10 年ビジョン」（平成 27 年（2015）11 月）において、小松駅東エリアを科学と

ひとづくりが際立つ「未来タウン」、駅西エリアを「歴史の伝統文化のまち」とし、小松

駅はそれらをつなぐかけはしとして、人びとと文化が行き交う南加賀のターミナルと位置

付けている。また、ビジョン実現に向けたまちづくりの実行計画である「2ndステージア

クションプラン」（平成 28年（2016）1 月）では、駅におけるアクセスの充実や、駅周辺

の魅力や利便性、都市機能のレベルアップを目指すこととし、小松駅の基本コンセプトを

平成 27 年（2015）12月に決定するとともに、「小松駅ターミナルプラン」（仮称）等の具

体的な計画を推進している。 

 

【検討経過】 

・NEXT10年ビジョン（平成 27 年 11 月） 

・新幹線小松駅基本コンセプト（平成 27 年 12月） 

・2ndステージアクションプラン（平成 28 年 1 月） 
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図 3-8 小松駅周辺イメージ図 

資料: 小松市「NEXT10年ビジョン」より  
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加賀温泉駅のまちづくり事業 

 平成 23 年（2011）4 月の「加賀市都市計画マスタープラン」では、加賀温泉駅周辺を

加賀温泉郷の玄関口として公共交通の結節機能を強化すること、加賀市の顔としてふさわ

しい都市景観や都市のシンボルとなる空間を形成することとしている。また、平成 26 年

（2014）3 月および平成 30 年（2018）3 月策定の「加賀市観光戦略プラン」では、加賀

温泉駅前のインフラ整備、温泉情緒を感じる景観形成、観光案内機能の更なる強化を進め

るとしている。これら上位計画を基に平成 28 年（2016）9 月に加賀市が決定した「北陸

新幹線加賀温泉駅駅舎デザインコンセプト」では、加賀温泉駅周辺の整備コンセプトとし

て、①交通結節機能、②休憩・待合・交流機能、③観光情報機能、④景観形成機能の 4 つ

を定めている。 

 

【検討経過】 

・加賀市都市計画マスタープラン（平成 23 年 4月） 

・第一次・第二次加賀市観光戦略プラン（平成 26 年 3 月、平成 30 年 3 月） 

・北陸新幹線加賀温泉駅駅舎デザインコンセプト（平成 28 年 9 月） 

 

図 3-9 加賀市の将来都市構造概念図 

資料: 加賀市「北陸新幹線加賀温泉駅駅舎デザインコンセプト」より 
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 芦原温泉駅のまちづくり事業 

平成 18 年（2006）3 月に策定された「芦原温泉駅周辺整備基本計画書」から、駅周辺

状況や新幹線整備計画等の変化に合わせ、平成 29 年（2017）3 月にその改定が行われた。

改定版では、まちづくりのテーマを「みんなでつくる都会にはない贅沢があるまち」と定

め、基本的な構成として、地域の拠点と軸、土地利用、交通体系について具体的に設定し

ている。同時に、芦原温泉駅まちづくりデザイン事業として、著名なデザイナーの描いた

将来デザインを基に、平成 28 年（2016）11 月に「芦原温泉駅周辺将来デザイン市民投票」

が行われた。今後は、上記計画や投票で採用されたデザインの考え方等を基に、具体的な

まちづくりを進めていくとしている。 

 

【検討経過】 

・芦原温泉駅周辺整備基本計画書（平成 18 年 3月） 

・芦原温泉駅周辺将来デザイン市民投票（平成 28 年 11 月） 

・芦原温泉駅周辺整備基本計画書【改定】（平成 29 年 3 月） 

 

 

図 3-11 芦原温泉駅周辺施設の位置・規模及び整備イメージ 

資料:あわら市「芦原温泉駅周辺整備基本計画【改定】」より 

 

 









３－１６ 

 

 南越（仮称）駅のまちづくり事業 

 平成 27 年（2015）12 月に越前市が策定した「北陸新幹線南越駅周辺整備基本計画」で

は、駅周辺整備の基本理念を「交流促進の起点 南越駅周辺地域」とし、駅周辺地域が担

うべき役割を①交流の起点、②伝統・文化とのふれあい、③人とのふれあい、④自然との

ふれあいと整理している。これらを基に駅周辺整備コンセプトを「伝統・文化を未来につ

なぐ癒しと交流の空間」と設定するとともに、駅へのアクセス道路や駅前広場、国道 8 号

線が近接することを活かした「道の駅」としての施設等を今後計画・整備していくことと

している。令和 2 年（2020）3 月には「南越駅周辺まちづくり計画」が策定され、公共と

民間が分担・連携・協働するまちづくりの方向性を示し、「地域特性を生かした未来都市

の創造」をまちづくりのテーマに定めた。 

 

【検討経過】 

・北陸新幹線南越駅周辺整備基本計画（平成 27年 12 月） 

・北陸新幹線南越駅（仮称）周辺地区都市再生整備計画（平成 28 年度～平成 32 年度） 

・南越駅周辺まちづくり計画（令和 2 年 3 月） 

 

 

図 3-16 南越（仮称）駅完成イメージ 

資料:越前市HPより 
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図 3-17 南越（仮称）駅周辺整備 

資料:越前市「北陸新幹線南越駅周辺整備基本計画」より 
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 敦賀駅のまちづくり事業 

敦賀市では、敦賀駅西地区を「港まち敦賀」の玄関口にふさわしい賑わい交流拠点とす

るため、平成 18 年（2006）秋の JR 直流化を契機に土地区画整理事業等の面的な整備を

行っている。平成 27年（2015）10 月には駅前広場が完成しており、現在は駅前広場そば

の土地活用エリアの整備について、市が設けている「駅周辺整備構想策定委員会」等で検

討が進められている。一方、新幹線駅設置予定の駅東地区についても、新幹線駅前広場の

整備や、近隣を走る国道 8 号線からのアクセス道路の整備が進められている。 

 

【検討経過】 

・駅周辺整備構想策定委員会報告書（平成 18 年 10 月） 

・駅周辺整備構想策定委員会（平成 19 年 12 月～） 

・敦賀駅周辺デザインガイドライン（平成 22 年 3 月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

図 3-18 敦賀駅交流施設オルパーク 

資料：オルパーク HPより 
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（４）オプション効果 

新幹線が整備されることで周辺地域は移動時の選択肢に新幹線が加わり、新幹線がいつ

でも利用できるというオプション効果が期待される。 

過去に開業した線区においてアンケート調査を行い、「新幹線が開業していなかった場

合の旅行」という設問に対して九州新幹線（博多・新八代間）で 14％、東北新幹線（八戸・

新青森間）で 13％の方が「移動していない」と回答しており※、旅行需要の増加にもつな

がっているといえる。 

また、総務省では地方圏における地域づくりの担い手不足に対し、「関係人口」※の創出

を推進しており、新幹線の存在がこれらの取組みの促進に寄与することも期待される。 

※東北新幹線（八戸・新青森間）及び九州新幹線（博多・新八代間）事業に関する 

 事後評価（平成 28年 3月 鉄道・運輸機構）                 

         ※移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域と多様 

に関わる人々（総務省 HP） 

 

（５）イメージアップ効果 

過去に開業した線区においてアンケート調査を行った結果、「（新幹線開業に伴って）

街・地域の知名度が向上した」という設問に対して九州新幹線（博多・新八代間）で 73％、

東北新幹線（八戸・新青森間）で 38％の沿線付近の居住者が肯定的な回答であった※。線

区による差はあるが、一定数の居住者が知名度の向上を感じていることが分かる。本区間

でも同様に開業に伴って知名度の向上やイメージアップが考えられ、居住者の地域への満

足感が増すことが期待される。 

※東北新幹線（八戸・新青森間）及び九州新幹線（博多・新八代間）事業に関する 

事後評価（平成 28年 3月 鉄道・運輸機構）                 
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図 3-22 新幹線開業を起因として期待される交流の拡大 

 

コラム インバウンド（訪日外国人旅行）について 

訪日プロモーション事業（ビジット・ジャパン）を開始した平成 15年（2003）当時

は年間 521万人だった訪日外国人旅行者の数は、令和元年（2019）には年間 3,188

万人となり、着実に増加しているところである。政府は平成 28年（2016）に「観光先

進国」を目指し「明日の日本を支える観光ビジョン」を策定し、「観光資源の魅力を極め、

地方創生の礎に」という視点を一つの柱に位置付けている。具体的には、地方の商店街等

における観光需要の獲得・伝統工芸品等の消費拡大や、広域観光周遊ルートの世界水準へ

の改善など、地方の観光にとっても大きな影響を与えるような施策が行われていく見込み

である。 
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（７）経済波及効果 

 北陸新幹線（金沢・敦賀間）の整備により、速達性や運行頻度などの輸送サービスが向

上することで、北陸新幹線沿線および近畿圏を中心に、企業活動においては出張の移動時

間短縮、営業範囲の拡大、情報収集の効率化等により、生産コスト軽減や生産性の向上と

いった恩恵がもたらされる。その結果、物やサービスといった商品の価格が下がることで

消費量が増加することになり、生産額の増加に繋がるといった経済波及効果が発生する。

また、各世帯においても、観光や帰省等に伴う移動コスト低下の恩恵に加え、企業活動に

おける生産額増加により世帯の所得増大がもたらされ、消費が拡大するといった経済波及

効果が発生する。 

本線区の整備に伴う経済波及効果について、「需要」と「供給」の均衡が成立して市場

価格が決定されるという概念のもと、平成 22 年（2010）産業連関表、平成 27 年（2015）

全国幹線旅客純流動調査等を用いて空間的応用一般均衡モデルにより試算したところ、全

国の生産額変化は年間約 857 億円となった。 
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３．３ 災害対策への効果・影響 

（１）北陸新幹線の耐震性能 

地震災害が多く発生する日本の国土において、災害時にも安全かつ高速で安定した都市

間輸送を維持するために、新幹線の耐震性能の向上については、過去の震災被害を教訓と

して継続的に取り組まれてきた。 

平成 7 年（1995）1 月の兵庫県南部地震による震災（阪神・淡路大震災）では山陽新幹

線の高架橋が倒壊する等の甚大な被害が発生したこと等から、巨大災害を経験する度に土

木構造物の耐震設計が見直され、耐震性能の強化が継続されてきたところである。平成 24

年（2012）に認可された北陸新幹線（金沢・敦賀間）においては、平成 23 年（2011）3

月の東北地方太平洋地震による震災（東日本大震災）を踏まえた最新の耐震基準に則り建

設を行うなど、可能な限り強靭な構造物の建設に努めている。 

一方で、平成 16 年（2004）10月の新潟県中越地震による震災（新潟県中越大震災）で

は、高架橋などの耐震補強が実施されていたことから構造物に致命的な損傷は発生しなか

ったが、運行していた列車に脱線が生じた。幸いにも死傷者はいなかったが、この事故を

契機に地震時における列車の脱線防止対策の検討も進められ、これまでに車両側の対策、

軌道側の対策、早期地震検知警報システムの精度向上等と複合的な取り組みが継続されて

きたところである。 

北陸新幹線（金沢・敦賀間）についても、早期地震検知警報システムの構築、敷設する

レールの転倒防止装置の設置、車両側の L 型ガイドの取付けを実施し、地震発生時に大き

な揺れの S 波が到達する前に列車の速度低下を極力図るとともに、万一脱線しても車両が

レールから大きくはみ出すことを防ぐ措置が施されている。 

 

図 3-24 列車の脱線防止対策（北陸新幹線） 

資料：国土交通省「新幹線脱線対策協議会」資料より 
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（２）新幹線の強靭性及び復旧性 

過去の震災においては、阪神・淡路大震災の山陽新幹線（新大阪・姫路間）で運休 81

日間、新潟県中越大震災の上越新幹線（越後湯沢・長岡間）で運休 66 日間、東日本大震

災の東北新幹線（仙台・一ノ関間）で運休 49 日間となっており、長期間の運休を余儀な

くされてきた。 

しかし平成 28 年（2016）4 月の熊本地震による震災においては、高架橋の損傷や、線

路の歪み、エスカレーター等のホーム設備の損傷が熊本県内を中心に多く発生し、回送中

の列車 1 編成が脱線したものの、耐震性能の強化等がなされていたこともあり、構造物の

倒壊等壊滅的な被害は発生せず、僅か 2 週間弱で全線運転再開を遂げた。JR 九州発行「安

全報告書 2017」で、『当初復旧まで 1 ヶ月以上かかると予想され』ていたことを鑑みると、

驚異的なスピードでの復旧である。 

また、令和 3 年（2021）2 月 13 日に発生した福島県沖を震源とする地震では、東北新

幹線の新白河・古川間で電化柱が折損する被害に見舞われたが、整備新幹線では鋼製の電

化柱を用いているため、同様の事態にはならないと予想される。 

 

 

 

図 3-25  九州新幹線の運転再開状況 

資料：JR九州「安全報告書 2017」より 
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（３）東海道新幹線の代替機能 

首都圏と中京圏、関西圏を結ぶ東海道新幹線は、この区間を往来する旅客輸送の 8 割以

上を担っており、年間輸送量は 1 億 3800 万人（平成 22 年（2010））、日輸送量は 38 万人

（平成 22 年（2010））を誇っている。膨大な需要に応える高い輸送力と信頼性は、まさし

く日本経済の基軸である。しかしながら、東海・東南海・南海地震による甚大な被害が想

定されており、東海道新幹線が寸断された場合の日本経済への衝撃は計り知れない。福井

県の試算によれば東西間幹線交通被害額は約 2 兆円にも及ぶ。 

このため、東海道新幹線の代替機能の整備が急務とされているところであるが、その役

割を担うのが日本海側の国土軸を形成する北陸新幹線である。北陸新幹線（金沢・敦賀間）

は首都圏と北陸圏を結ぶ北陸新幹線の一区間であり、将来、大阪まで延伸されると北陸圏

を経由して首都圏と関西圏とを繋ぐ東西間幹線交通となる。既に事業が具体化している中

央リニア新幹線とともに、東西の大都市圏を結ぶ新たな国土軸の形成として期待されてい

る。 

東海・東南海・南海地震への対応は喫緊の課題であり、日本海側の新たな国土軸形成に

資する北陸新幹線は、日本経済の基軸である東海道新幹線の代替機能としても重要な役割

を担うものである。 

 

 

図 3-27 今後 30年間に震度 6強以上の揺れに見舞われる確率分布（2010年度時点） 

資料：国土交通省「中央新幹線小委員会」資料を基に作成 



３－２９ 

 

（４）大雪での安定輸送 

平成 30 年（2018）2 月の北陸地方を中心とした大雪は交通機関に多大な影響を与えた。

在来線は全ての特急列車が運休し、普通列車も運転を見合わせた。さらに、小松空港はほ

ぼ全ての便が欠航となり、高速道路や幹線国道も通行止めが発生するなど、ほとんどの交

通網がマヒ状態となった。この状況において北陸新幹線はほぼ平常運行を行っており、新

幹線が雪に対して非常に安定した交通手段であることを示した。さらに、他の交通機関の

状況をみて臨時便を運行させるなど、代替交通として優れた機能を発揮した。 

また、令和 3 年（2021）1 月にも北陸地方は同様の大雪に見舞われたが、その際も北陸

新幹線は除雪のために一部列車を運休したのみで、在来線が終日運転を見合わせる等した

中で安定輸送を維持した。 

 

図 3-28 降雪量、積雪深の推移 

資料：福井県「今後の大雪に関する対策【平成 30年 2月豪雪】」資料より 

表 3-2 大雪時の交通サービスの状況 

【道路】 

北陸自動車道（鯖江 IC～小松 IC）：約 30時間通行止め（2/5深夜～2/7未明） 

国道８号（あわら市、坂井市）：約 65時間通行止め（2/6昼～2/9未明） 

【鉄道】 

JR北陸本線（芦原温泉～金沢）：３日間運転見合わせ（2/6～2/8） 

北陸新幹線：ほぼ平常運行 

【航空】 

小松空港：全便欠航（2/5～2/8） 

資料：自治体 HP等を基に作成 



３－３０ 

 

写真 3-1 大雪時の状況 

資料：福井県 HPより 
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３．４ 環境への効果・影響 

（１）CO2 排出量の削減 

新幹線をはじめとする鉄道は、輸送量当たりの CO2 排出量（旅客）が、航空の約 1/5、

自動車の約 1/7 であり、他交通機関と比べて環境に優しい交通機関といえる。 

北陸新幹線（金沢・敦賀間）の開業により、航空機、バスや自動車から、新幹線に旅客

が転移した場合、年間で約 59,000t-CO2 の CO2排出量の削減が期待される※１。この削減

量は、福井県の運輸部門（自動車除く）の CO2排出量※２の約 26％に相当する。 

 

図 3-29 交通機関別の二酸化炭素排出量 

資料：国土交通省「運輸部門における二酸化炭素排出量」より 

※：費用便益分析における環境改善便益額から算出 

※：福井県HP「福井県温室効果ガス排出量」および 

国土交通省HP「運輸部門における二酸化炭素排出量」より算出（H28年度：23万 t-CO2） 
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３．５ 安全への効果・影響 

（１）優等列車踏切事故の解消 

鉄道と道路が平面交差する踏切道でのいわゆる踏切事故（列車・車両が道路を通行する

人・車両等と衝突・接触事故）は社会問題となっている。 

図 3-30 は、北陸信越運輸局管内の踏切障害事故件数を平成 18 年度（2006）から平成

30 年度（2018）までグラフ化したものである。 

年度により件数の大小はあるが、踏切障害事故は平成 18 年度（2006）以降毎年度発生

しており、概ね年に 15 件程度となっている。踏切障害事故は一旦発生すると、尊い人命

を奪うことになるだけでなく、列車運行に重大な支障をきたすこととなる。 

踏切障害事故の要因とは、踏切道における直前横断、側面衝突等が挙げられる。金沢・

敦賀間の新幹線の整備により、在来線を走行していた優等列車が新幹線になることで、踏

切の通過数がゼロとなる。結果、踏切障害事故件数の減少に寄与するとともに、列車の定

時運行が保たれることとなる。 

 

 

図 3-30 北陸信越運輸局管内の踏切障害事故件数 

資料：北陸信越運輸局「年度別踏切障害事故発生状況」を基に作成 
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５．事業の進捗状況 

 

令和 2 年度（2020）までの事業の進捗状況を以下に示す。 

 

５．１ 事業の進捗率（事業費ベース）  

 令和２年度（2020）までの累計予算額は 10,498億円で事業費ベースでの進捗率は約 63％

である。 

 

表 5-1 事業の進捗率（R2 年度現在） 

総事業費（R2.4価格） 
令和２年度までの 

累計予算額 
進捗率 

１６，７７９億円 １０，４９８億円 ６３％ 

   ※総事業費は工事計画見直し後の見込み 

 

５．２ 用地取得状況 

 用地取得については、面積比で約 99％を確保済みである。未取得用地については、引き

続き地元の協力を得ながら用地交渉を進めている。 

 

表 5-2 用地取得状況（R2 年 2月現在） 

区 間 
買収予定面積 

（千 m2） 

取得面積 

（千 m2） 

取得率 

（面積比％） 
記 事 

金沢・敦賀 １，６７６．８ １，６７６．５ ９９  
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５．３ 工期 

 本線区は、平成 23 年（2011）12 月の政府・与党確認事項において、想定完成・開業時

期を「長野・金沢間の開業から概ね 10 年強」とされた。その後、国土交通省の交通政策

審議会に設けられた整備新幹線小委員会等を経て、平成 24 年（2012）6 月に工事実施計

画が認可され着工した。その後、平成 27 年（2015）1 月の政府・与党申し合わせにより、

完成・開業時期を 3 年前倒しすることとなり、平成 29 年（2017）年 10 月の工事実施計

画（その２）認可の中で工事の完了予定時期を令和 7 年度（2025）末から 3 年前倒しし、

令和 4 年度（2022）末とした。 

 しかしながら、後述する（１）加賀トンネル工区盤ぶくれや（２）敦賀駅の工事逼迫に

より、1 年半程度工期が遅延していることが判明したため、令和 2 年（2020）11 月に国土

交通省により「北陸新幹線の工程・事業費管理に関する検証委員会」が設置され、さらな

る工期短縮策が検討された結果、工期が 1 年遅延することとなり、令和 5 年度（2023）末

の開業予定となった。 

 

表 5-3 事業認可の完成・開業時期の推移 
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（１）加賀トンネル工区盤ぶくれ 

 加賀トンネル工区では、令和 2 年（2020）3 月にトンネル底部に盤ぶくれによるクラッ

クを確認した。その後、「北陸新幹線、金沢・敦賀間トンネル施工技術委員会」の評価に

よりトンネル内に発生した盤ぶくれに対して、合計 953ｍの対策を講じることが必要とさ

れた。このため、対策工事及び対策工事の効果確認のため、当初予定していた軌道着手が

約 10 か月程度遅れる見込みとなり、さらに軌道工事終了後、一定程度の経過観察を必要

とするため、最終的に工期は 10 か月以上遅れるおそれがあると見込んでいる。 

 

図 5-1 加賀トンネル工区の盤ぶくれ（上）と対策工法（下） 

資料：「北陸新幹線の工程・事業費管理に関する検証委員会」中間報告書より 
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５．４ 事業費 

本線区の総事業費は新規認可時 11,600 億円（H23.4 価格）であった。その後、コスト

縮減に努めたものの、消費税増税や物価上昇、耐震設計標準の改訂等により事業費が増加

し、平成 31 年（2019）3 月に工事実施計画の変更認可を受け、14,121 億円（H29.4 価格）

となった。 

今回、増嵩が発生したため、令和 2 年（2020）11 月に国土交通省により「北陸新幹線

の工程・事業費管理に関する検証委員会」が設置され、事業費の縮減策が検討された結果、

増嵩額は約 2,658 億円となり総事業費が 16,779 億円（R2.4 価格）となる見込みである。 

増嵩の内容は、外的要因によるものとして物価上昇と法令改正、工事開始後の現地状況

によるものとして地質不良対策、令和 4 年度（2022）末の完成時期を目指すために必要と

した不調不落対策、工期短縮策、生コン不足対策が挙げられる。またコスト縮減の内容は、

今回の 1 年工期遅延による工期短縮策の一部見直し、及び軌道構造の見直しによるものが

挙げられる。 

 

図 5-4 総事業費の増減項目 

 

表 5-4 増減項目の内容 

 

増減額

物価上昇に伴うもの 約905億円

法令改正に伴うもの 約11億円

[現地状況によるもの] 地質不良対策に伴うもの 約203億円

不調不落対策に伴うもの 約718億円

工期短縮策に伴うもの 約899億円

生コン不足対策に伴うもの 約144億円

[コスト縮減努力] コスト縮減額 △約222億円

約2,658億円

[外的要因]

[事業の実施に
 伴うもの] [工程確保によるもの]

合計

要因
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（１）物価上昇による増 

 現在の総事業費（総額改定額）は、平成 29（2017）年 4 月時点の価格で算出した建設

費に対し、年率 2％の物価上昇を見込んでいたが、平成 30 年度（2018）、令和元年度（2019）

は実績で 4.6％、3.1％の物価上昇が見られたため、これらを加えて算定した。その結果、

約 905 億円の増額を見込んでいる。 

 

 

 

図 5-5 新幹線建設費デフレータと類型決算率の推移 

資料：「北陸新幹線の工程・事業費管理に関する検証委員会」中間報告書より 
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（２）法令改正による増 

 次の 2 つ法令改正により合計約 11 億円の増額を見込んでいる。 

 1 点目は「山岳トンネル工事の切羽における肌落ち災害防止対策に係るガイドライン」

の改正（厚生労働省、平成 30 年（2018）1 月 18 日）により、トンネルの掘削面からの岩

石・土砂などの落下（肌落ち）による災害防止策の一つとして、切羽監視責任者の常時監

視が必要となった。 

 2 点目は「毒物及び劇物指定令の一部を改正する政令」により、「アルミン酸アトリウム

（二酸化アルミニウムナトリウム）」が厚生労働省の劇薬指定とされ使用不可となった。 

この成分は、トンネル工事で必要となる吹付けコンクリートの材料のうち、急結材として

一般的に使用されている製品に含まれており、代替品にかかる費用が増加した。 

 

 

図 5-6 左図:切羽監視員配置の義務化 右図:吹付コンクリート急結材の変更 の各イメージ 

資料：「北陸新幹線の工程・事業費管理に関する検証委員会」中間報告書より 

 

 

（３）地質不良対策に伴う増 

 加賀トンネル工区において、地盤膨張によりトンネル底部に亀裂が発生した。そのため

固定ボルトを用いて変形を抑える追加工事が必要となったことにより、約 203 億円の増額

を見込んでいる。 
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（４）不調・不落による増 

 機構では、基本的に国土交通省の積算単価に準じて予定価格を設定しているが、当初の

公告で不調不落が発生した PC 桁工事、建築工事において、以下の対策を実施した。これ

らにより、約 718 億円の増額を見込んでいる。 

 ① 特別調査の実施 

  経済調査会、建設物価調査会等による実勢価格単価の調査を行い、単価を見直した。 

② 見積活用方式の採用 

  入札参加者に見積もり提出を依頼し、検証の上で予定価格に反映した。 

③ 既契約工事の変更 

  上記の対応でも落札者が現れない場合には、隣接の既契約工事の追加工事として、既

契約を受注者の見積もりを活用して変更することで対応した。 

 

 なお、不調不落が発生した場合には、原因の分析を行い、応札しやすい発注条件への変

更や工法の変更（コンクリート場所打ち工法からプレキャスト工法へ等）を検討した上で

実施している。 

 

（５）工期短縮による増 

 不調不落の影響により、すでに契約している他工区の土木工事やその後の軌道・電気工

事で工程短縮の必要性が生じた。そのため、以下のような工期を短縮する取組みを進めて

おり、これらに伴い合計で約 899 億円の増額を見込んでいる。 

① 地域外作業従事者の活用 

  北陸地域内の作業従事者のみでは必要な作業体制が確保できないことから、北陸地域

外の作業従事者を受注者が活用して工期短縮を図る。 

② 地域外資機材の活用 

  上記①の作業従事者の増加と合わせて、北陸地域内の資機材（クレーン等）のみなら

ず、地域外の資機材を活用し、工期短縮を図る。 

③ 昼夜施工等の実施 

  夜間も作業を行うことで、工期短縮を図る。これに合わせて、必要な作業員・保安要

員の増員を図る。 

④ 冬季施工の実施 

  冬季降雪時にも作業環境を確保するため、工事用機械（軌道モーターカー及び特殊車）

に除雪装置を導入することや工事用機械により除雪できない箇所における人力除雪

を実施。 

⑤ 施工方法の変更等によるコスト増 

  現場での部材製作から、工場での製品利用（プレキャスト製品）への変更や、桁仮設

クレーンの大型化等の施工方法の変更に伴うコスト増。 
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（６）生コン不足対策による増 

 新幹線工事最盛期の生コン必要量に対して、地元の既存プラントの生コン供給量が不足

したため、以下の対策が必要となった。これらに伴い、合計で約 144 億円の増額を見込ん

でいる。 

① 生コン生産工場（プラント）の増設（仮設） 

  ・当面の対応としてプラント船を敦賀港（平成 30（2018）年 12 月）、福井港（平成

31（2019）年 2 月）に配置 

  ・増産コストが相対的に安く、生産量の多い仮設プラントを鯖江市（平成 31（2019）

4 月）、あわら市（令和元年（2019）年 8 月）に配置 

② 生コンに使用する原材料（砂利）の増産 

  地域内での増産に加え、地域外からも調達することで、必要な数量を確保した。 

  原材料（砂利）の主な調達先：長崎県五島

列島、佐賀県唐津市、山口周南市、富山県

小矢部市・南砺市、岐阜県白川郷 

③ ミキサー車の調達 

  プラントから工場現場へ生コンを運搬する

ミキサー車及びミキサー車の運転手も不足

したため、地域外から調達することで、必

要な台数・人数を確保した。 

  ミキサー車の主な調達先：北海道、神奈川、

愛知、香川、福岡 

④ 雨天時の打設対策 

 雨天時にも計画通り生コンの打設を可能と       

するため対策を講じた。 

                         図 5-7 生コン不足対策 
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（７）軌道構造の設計精査による縮減（伸縮継目）【コスト縮減】 

当初はロングレール破断時の開口量が 70mm 以上とならないよう伸縮継目（EJ）を設

置することとし、伸縮継目は 40 箇所設置する予定であった。これを開口量が 80mm まで

は列車の走行安全性に問題がないことを確認したことで、伸縮継目の設置個所数を 18 箇

所へ削減し、約 2 億円のコスト縮減を行った。 

 

図 5-8 伸縮継目の設計精査 

資料：「北陸新幹線の工程・事業費管理に関する検証委員会」中間報告書より 

 

（８）軌道構造の設計精査による縮減（軌道スラブの設計）【コスト縮減】 

 軌道スラブの設計に鉄道構造物等設計標準・同解説（軌道構造）を適用し、鉄筋規格の

変更（SD345→SD295）と PC 鋼棒の本数を削減することで、約 3 億円のコスト縮減を行

った。 

 
図 5-9 軌道スラブの設計精査 

資料：「北陸新幹線の工程・事業費管理に関する検証委員会」中間報告書より 
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５．５ 工事進捗状況等 

（１）工事進捗状況 

 令和 3 年（2021）2月現在、トンネル区間の完成延長は約 38.3km で、完成率（覆工率）

は約 99.7％となっている。また、明かり区間（橋梁・高架橋、切取・盛土）の完成率は約

93.9％となっている。 

 

表 5-5 工事進捗状況（令和 3年 2月現在） 

区  分 
延長 

（km） 

契約済延長（km） 

（契約率） 

完成延長※（km） 

（完成率） 
記 事 

トンネル 38.4 
38.4 

（100％） 

38.3 

（99.7％） 
 

明かり 76.2 
76.2 

（100％） 

71.6 

（93.9％） 
 

軌 道 230.4※ 
230.4 

（100％） 

12.4 

（5％） 
 

電 気 114.6 
114.6 

（100％） 

0 

（0％） 
 

建 築 
工事着手済：6駅（小松、加賀温泉、芦原温泉、福井、南越(仮称)、 

敦賀） 

※完成延長 ：（トンネル）覆工コンクリート完了、（明かり）スラブコンクリート完了、（軌道）レール

敷設完了、（電気）電気設備の試験完了とする。 

※延長（軌道）：工事延長 114.6km 内において軌道は上下 2線分および副本線等を合わせた延長となり、

総延長は 230.4km となる。 
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【工事進捗状況写真】 

 

新北陸トンネル 

工事期間：H25年 3月～ 

延長：19,475m 

完成率：100％ 

北陸新幹線では飯山トンネルに次ぐ 2番目に

長いトンネル（金沢・敦賀間では最長のトン

ネル） 

写真 5-1 新北陸トンネル 

 

手取川橋りょう 

工事期間：H27年 8月～ 

延長：558m 

完成率：94％※ 

金沢・敦賀間では最長の橋りょう 

（最大スパン長 83ｍ） 

※完成率：当該構造物を含む工事件名の進捗

率とする。 写真 5-2 手取川橋りょう 

 

川北橘高架橋 

工事期間：H28年 3月～ 

延長：2,808ｍ 

完成率：100％※ 

橋脚 ： 61基 

高架橋： 30連 

※完成率：当該構造物を含む工事件名の進捗

率とする。 

写真 5-3 川北橘高架橋 

 

敦賀車両基地 

工事期間：H29年 11月～ 

完成率 ：62％※ 

面  積：約 9万 m2 

 盛土量：約 65万 m3 

※完成率：当該構造物を含む工事件名の進捗

率とする。 

写真 5-4 敦賀車両基地 
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（２）特殊な工事の事例 

鉄道道路一体橋 

九頭竜川では、建設コスト削減、河川環境への影響低減を目的に新幹線九頭竜川橋りょ

うと福井県道新九頭竜橋を一体的に整備し、新幹線と道路が並走する形で計画されている。

橋脚等の下部工については機構が一括で施工し、上部工については新幹線橋が機構、道路

橋は福井県が施工する。新幹線では初となる鉄道道路一体橋である。 

 

 

図 5-10 九頭竜川橋りょう 完成イメージ  

資料: 福井県提供資料より 
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５．７ 環境・景観保全、事故防止等 

 地域の環境や景観に配慮した設計および施工を実施している。また、安全を第一に考え

て事故防止に向けた様々な取り組みを行っている。 

（１）環境・景観への配慮 

中池見湿地（ラムサール条約登録地）への配慮 

新幹線建設の認可後、国際的な湿地の保護を規定する「ラムサール条約」に登録された

中池見湿地に対して、環境を保全しつつ新幹線事業を適切かつ円滑に実施する必要があり、

計 4 回に渡り北陸新幹線、中池見湿地付近環境事後調査検討委員会（委員長：京都大学大

学院松井正文教授）で検討・審議を行った。 

その結果、同委員会から「中池見湿地近傍の深山内のトンネル並びに後谷部については

アセスルートに変更し、環境影響を回避、あるいは、より低減できるように配慮されるこ

とが望ましい。なお、深山内に設置されるトンネルの前後の地域についても、地域分断を

極力回避するように検討されたい」との提言を受け、ルート変更を行い、変更認可を受け

ている。 

また、中池見湿地に及ぼす環境影響の一層の回避低減を目指す目的とし、環境管理計画

の基本方針に対する具体的な取り組みとして次に定めることを計画している。 

①影響に不確実性を伴う事項に対して予防的措置を講じる。 

②万一、不測の影響が生じた場合の緊急対策をあらかじめ定める。 

③アセス評価書や検討委員会で必要とされた環境保全措置を適切に実施する。 

なお、①～③の具体的な取り組みについては北陸新幹線、中池見湿地付近モニタリング

調査等フォローアップ委員会において策定することになっている。 

 

 

図 5-29 中池見湿地付近ルート図  
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ベルトコンベア方式によるトンネル掘削土の運搬 

多くの山岳トンネルは、掘削土を掘削地点からダンプトラックによりトンネル出口まで

運搬する方式（タイヤ方式）が一般的であるが、新北陸トンネル（奥野々工区、葉原工区

等）では電動モーター駆動によるベルトコンベア方式を採用し、CO2 の排出量を削減する

とともに、ダンプトラックの通行をなくしたことによりトンネル内の安全性の向上や排気

ガス・粉塵の減少等トンネル作業環境を大幅に改善した。 

 

図 5-31 ベルトコンベア方式によるトンネル掘削土の運搬 

 

景観を考慮した構造物デザイン 

   福井駅部付近高架橋において、並行する JR 北陸線の連続立体交差事業で景観に配慮し

た構造物が施工されており、周辺との調和を図る構造とした。 

 
写真 5-8 日の出架道橋                写真 5-9 第 4大手架道橋 

  

従来方式（タイヤ方式）の 
掘削土の運搬 

新方式（ベルトコンベア方式）の
掘削土の運搬 
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（２）事故防止の取り組み 

  安全を第一に優先した工事を行い、地元への配慮も欠かさないよう努めている。 

 

第３者事故防止対策 

大聖寺川橋りょう工区におい

て、営業線（JR 北陸線）近接範

囲に防護柵を設置し、レーザーバ

リア（空中越境監視装置）により

監視している。これにより、クレ

ーンの吊り荷や重機、作業員がバ

リアに感知した場合列車見張り

員と重機オペレータに知らせ、即

座に作業を中断し、侵入を防止す

ることで、列車阻害事故防止に取

り組んでいる。 

また、手取川橋りょう工区では

道路境界部にレーザーバリアを

設置し、同様にクレーン吊り荷 

の越境による第三者への接触事 

故防止に取り組んでいる。 

 

（３）イメージアップの取り組み 

 地元住民の新幹線事業に対する

理解を深めて頂くため、新幹線工

事に関し日頃からご協力を頂いて

いる地元住民や小中学校を対象に

現場見学会を実施している。新北

陸トンネル工区等においては、工

事概況の説明や案内を行い、トン

ネルの防水シートに記念メッセー

ジを描いて貰うなど、地元の方々

との触れ合いの場となった。 

 

写真 5-11 工事現場見学会の様子 

 写真 5-10 レーザーバリア（空中越境監視装置） 
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 小松市今江町では「北陸新幹線

高架橋頂上ウォーク」が開催され、

約 180 人の参加者が北陸新幹線の

工事現場を見学し、軌道敷設前の

高架橋上を歩いた。 

 

写真 5-12 高架橋頂上ウォークの様子 

 

５．８ 事業進捗の見込み 

北陸新幹線（金沢・敦賀間）は令和 4 年度（2022）末の完成を目指して建設を進めてき

た。敦賀駅工区、加賀トンネル工区以外の全ての工区における工事については、予定の完

成時期までに間に合う状況であるが、これら 2 工区については、加賀トンネル工区の盤ぶ

くれ、敦賀駅の工事逼迫により工期の遅延が発生した。これを受けて令和 2 年（2020）11

月に国土交通省により設置された「北陸新幹線の工程・事業費管理に関する検証委員会」

での検証を経て、天候や地質不良などのリスク要因が想定の範囲内に収まる場合には、約

1 年程度の工期遅延を見込んでいる。 

委員会での検討等を踏まえ、機構では業務運営の抜本的な改善を図ることとしており、

本区間の確実な開業に向けて、以下の項目について見直し等を行っている。 

1. 工程管理・事業費管理の体制の見直し（事業執行体制の強化）として、北陸新幹線

の建設遂行に第一義的な責任を持つ地方組織の業務執行体制を強化するため、令和 2

年度（2020）末で大阪支社を廃止し、令和 3 年（2021）4月から北陸新幹線建設局

（仮称）を置く等の措置を講ずる。 

2. 工程管理・事業費管理のルールの見直し（本社のチェック機能の強化）として、本

社によるリスクの迅速な把握を目的として、建設局において、一定の工期遅延が見

込まれる場合や、一定の増嵩が見込まれる場合には、直ちに本社に報告させるとと

もに、対策の実施前に本社の了承を得ることなどをルール化することや、本社にお

いてもリスク対応が円滑に行えるよう、適時適切に現場確認を行うこととする等の

措置を講ずる。 

3. 関係自治体等との情報共有の拡充として、関係自治体等で構成する会議体を、ハイ

レベル及び実務担当者レベルのそれぞれで設置し、定期的に、各工区の工事の進捗

状況、事業費の執行状況、発生しているリスク要因等について、体系的に情報共有

する等の措置を講ずる。  
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６．本書のまとめ 

 

６．１ 北陸新幹線（金沢・敦賀間）事業について 

（１）事業の主たる目的 

本事業は、全国新幹線鉄道整備法に基づき、新幹線鉄道による全国的な鉄道網の整備を

図り、もって国民経済の発展と国民生活領域の拡大並びに地域の振興に資することを目的

として整備するものである。本事業の完成により東京・福井間の所要時間は約 20 分の時

間短縮が図られて約 2 時間 53 分となる。所要時間の短縮は沿線地域の生活圏の拡大、観

光・レクリエーションの振興や経済活動の活性化等に寄与するものとして建設が進められ

ている。 

 

（２）事業を巡る社会情勢等の変化 

東日本大震災の影響で消費が低迷したものの、復興への取り組みの結果、経済成長率の

マイナスは最小限にとどまった。平成 26年（2014）4月には消費税が 5％から 8％に引き

上げられ、実質経済成長率は減少した。将来人口について新規事業採択時と比較したとこ

ろ、北陸三県に大きな差はなかった。なお、首都圏については最新の推計値の方がやや上

振れしている。また、競合交通機関の整備状況については、北陸新幹線（長野・金沢間）

開業の影響により、富山空港・小松空港の東京（羽田）便数が減少している。 

令和元年（2019）下旬より全世界に拡大した新型コロナウイルスにより、国内でも緊急

事態宣言が発令されるなど非常な状況になっている。人の移動にも多大な影響を与えてお

り、今後の動向を注視する必要がある。 

 

（３）事業による効果・影響 

北陸新幹線の開業により、東京・福井間の所要時間は 3時間 14分から約 2時間 53分と

なり約 20 分の時間短縮が図られる。福井駅発の東京駅滞在可能時間は、約 2 時間増加さ

れる。また、この様な時間短縮効果は冬季の豪雪地帯においても安定的に享受されるもの

である。 

 人的交流については、福井県と富山県との交流量が約 1.5 倍、北陸地域と大阪府とでは

約 1.1 倍になると試算される。空間的応用一般均衡モデルによる生産額の変化は、年間約

857 億円となった。また、旅客が他の交通機関から新幹線へ転移することにより期待され

る CO2排出の削減量は年間で約 5.9万トンと試算される。 

 国土計画の視点からは、日本海側の国土軸が延伸されるとともに、日本経済の基軸であ

る東海道新幹線の代替機能として担う役割も期待されているところである。 

 なお、事業全体の投資効率性の試算結果は、開業後 50 年間の累計で便益 14,263 億円、

費用 17,277 億円となり、費用便益比は 0.8 となった。純現在価値-3,011 億円、経済的内

部収益率 3.0％と試算される。 
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６．２ 事業の実施状況について 

（１）工期 

平成 24 年（2012）6 月の着工時、完了予定時期は平成 37 年度（2025）末であった。

その後、平成 27年（2015）1月の政府・与党申し合わせを受け、工事実施計画（その２）

認可の中で工事の完了予定時期を 3 年前倒しし、平成 34年度（2022）末とした。しかし

ながら、加賀トンネル工区盤ぶくれや敦賀駅の工事逼迫により、3年前倒しが困難となり、

国土交通省が設置した「北陸新幹線の工程・事業費管理に関する検証委員会」を経て、工

期が 1年遅延することとなり、令和 5年度（2023）末の開業予定となった。 

 

（２）事業費 

本線区の総事業費は新規認可時 11,600 億円（H23.4 価格）であった。その後、コスト

縮減に努めたものの、消費税増税や物価上昇、耐震設計標準の改訂等により事業費が増加

し、平成 31年（2019）3月に工事実施計画の変更認可を受け、14,121億円（H29.4価格）

となった。 

 今回、物価上昇、地質不良対策、法令改正、不調不落、工期短縮等の要因により、増嵩

が発生したため、令和 2 年（2020）11 月に国土交通省により「北陸新幹線の工程・事業

費管理に関する検証委員会」が設置され、事業費の縮減策が検討された結果、増嵩額は約

2,658億円となり総事業費が 16,779億円（R2.4価格）となる見込みである。 

 

（３）工事の進捗状況 

令和 3 年（2021）2 月現在、本線用地は面積比で約 99％を取得済みである。トンネル

区間の完成率（覆工率）は約 99.7％、明かり区間（橋りょう・高架橋、切土・盛土）の完

成率は約 93.9％である。 

 

（４）自治体との連携 

鉄道道路一体橋の整備や、連続立体交差事業と新幹線事業が連携することで、効率的な

事業推進を行っている。 

また、地方自治体による各駅周辺整備事業については、駅周辺を中心とした街づくりの

計画が進捗しているところである。 

 

（５）技術開発とコスト縮減 

 鉄道は用地取得、土木、建築、軌道、電気、機械などから構成される総合技術であり、

各技術分野において積極的な技術開発に取り組んでいる。 

 これら技術開発はコスト縮減にも貢献しており、自治体との連携工事等とともに、多様

な取り組みによるコスト縮減策を実施している。 
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（６）環境・景観保全と工事事故 

環境や景観に配慮した工事を進めており、環境影響評価を踏まえ、環境や生態への影響

に留意した工事を実施している。新幹線事業に対する地元住民の理解を得るとともに、交

流を深める取り組みとして、建設現場の見学会なども行っている。 

新幹線事業における工事事故発生は、被災者本人や関係者はもちろんのこと、第三者事

故の場合には社会的にも大きな影響を及ぼすことになる。鉄道・運輸機構ではこれまで、

受注者に対して工事着手前の事故防止計画の審議・指導等の実施、工事期間中の定期的な

安全パトロールの実施あるいは機構工事での発生事故情報や従業者が体験した「ヒヤリハ

ット」に関する情報共有・注意喚起等、各種の事故防止対策に取り組んでいる。 

 

６．３ 今後に向けて 

高齢社会を迎えている我が国において、新幹線は高速で安全に移動できる交通手段とし

て、また他の交通機関と比べてCO2排出量が少なく地球環境にやさしい輸送機関として、

その役割が期待されている。また、都市間交通網の整備は地域経済力を高めることから、

新幹線整備は都市機能の分散化を推進するものであり、強靭な日本経済が形成されるうえ

で重要な社会基盤といえる。 

北陸新幹線（長野・金沢間）の開業によって、観光客の増加など地域経済に大きな活力

が与えられ、交流人口の増大や地域産業の活性化など様々な効果が現れていることからも、

新幹線の整備によって得られる効果は大きいと言える。 

本区間が整備され、さらには大阪まで整備されることで、地域間の交流の活性化だけで

なく、東海道新幹線の代替機能を果たすことで、北陸新幹線として本来の効果が発揮され

ることから、引き続き建設を進めていくことが重要と考えられる。 

鉄道・運輸機構は、社会の期待と事業の意義を十分に認識し、引き続き業務を推進する

とともに、工程管理・事業費管理の改善を行い、関係自治体等とも適切に情報共有しなが

ら、北陸新幹線（金沢・敦賀間）の開業に向けて建設を進める所存である。 
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７．結語 

 北陸新幹線（金沢・敦賀間）事業は、事業をめぐる社会情勢等の変化、事業による効果・

影響、事業効率、関係地方自治体等からの意見（事業継続について同意）を含む実施環境、

事業の進捗状況等について再評価を行った結果、事業の妥当性が認められること、また、

事業評価監視委員会の審議の結果、事業の継続が妥当との意見を受けたことから、事業を

継続することとしたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




